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１．目的 

本業務は、習志野市（以下「市」という。）市民課、国保年金課、税制課の窓口等にお

ける次項に掲げる業務について、民間事業者の知識、経験及び創意工夫等を生かし、よ

り効率的で効果的な業務運営の実現と市民サービスの向上を図ることを目的とする。 
 
２．業務内容 

受託事業者に委託する業務は次のとおりとする。なお、各業務の詳細については、

別紙１「委託業務項目等一覧」のとおりとする。また、受託事業者は、業務に関する法

令並びに各府省庁通知及び告示等の内容を十分に認識した上で、適法性を確保しなが

ら業務を遂行すること。 

また、今回の業務委託の対象となる業務について、業務履行期間内に市民課、国保

年金課、税制課で異なる繁忙期に従事者を流動的に配置するなど一元的な運営体制を

確立すること。 

 

（１）一般共通業務 

① 業務に係る問い合わせ応答業務 

② 業務環境の準備及び撤収に係る業務 

③ 庁舎内関連窓口への案内 

 

（２）市民課窓口等業務 

① 証明書統合窓口受付業務 

② 証明書交付業務 

③ 証明書郵送請求業務 

④ 本庁舎グラウンドフロア（以下「ＧＦ」という。）フロアマネジャー業務 

 

（３）国保年金課窓口等業務 

① 国民健康保険資格・賦課関係業務 

② 国民健康保険給付業務 

③ 後期高齢者医療制度業務 

 

（４）税制課窓口等業務 

① 税務証明に関する業務 

② 税務証明の郵送請求に関する業務 

③ 原動機付自転車等の登録・廃車・変更等に関する業務 

④ 軽自動車税（種別割）減免申請の窓口受付等に関する業務 

⑤ 市税等口座振替の窓口受付等に関する業務 

 

（５）本市の状況に合ったワンストップ化に向けた助言 

 

３．業務履行期間 

  令和４年１０月１日から令和７年９月３０日まで 

業務準備・引継ぎ期間 令和４年７月１日から業務開始予定日まで 

業務開始予定日 令和４年１０月１日 

業務終了日 令和７年９月３０日 

 

４．業務日等 

（１）業務日 

   次の各号に該当する日を除く日とする。 
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① 日曜日及び土曜日 

② 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

③ 年末又は年始における日で習志野市の休日に関する条例（平成元年条例第 21 号）

に規定する市の休日 

（２）実施時間 

   午前８時３０分から午後５時１５分までとする。 

ただし、一連の処理が時間外に及ぶものについては、上記実施時間に関わらず処理

が完了するまでの間、引き続き業務を行うこと。 

この場合の時間外に係る経費は委託費に含まれるものとする。 

（３）窓口受付時間 

   午前８時３０分から午後５時までとする。 

窓口受付時間内に受付した届出・請求等の処理については、全て対応するものとす

る。 

（４） 受託事業者が事前の準備又は事後の整理を必要とする場合には、市と予め協議の上、

市が必要と認める範囲内で本業務を実施することができる。 

 

５．実施場所 

  本業務を実施する場所は、次のとおりとする。 

千葉県習志野市鷺沼二丁目１番１号  

習志野市役所ＧＦ及び市民課、国保年金課、税制課 

 

６．本業務に求められるサービス水準 

（１）本委託事業に求められるサービス水準は次のとおりとする。 

① 市民課窓口等業務 

基本的な方針 主要事項 測定指標 

ＧＦフロアマネジ

ャーを通じて、利

用者に適切なサー

ビスを提供する。 

迅速性の確保 来庁者への声掛けから番号

札発券までの時間（対応が困

難な案件を除く） 

概ね 1分以内 

正確性の確保 業務内容に定めるすべての

処理における誤謬率 

1%未満 

利用者満足度

の確保 

受託事業者の責めに帰すべ

き事由による接客に対する

クレーム件数 

月 3件以下 

窓口業務を通じ

て、利用者に適切

なサービスを提供

する。 

迅速性の確保 番号札発券から受付呼出ま

での時間 

概ね 5分以内 

市による証明書等引き渡し

後から交付及び手続完了ま

での時間（対応が困難な案件

を除く） 

概ね 5分以内 

正確性の確保 業務内容に定めるすべての

処理における誤謬率 

1%未満 

利用者満足度

の確保 

受託事業者の責めに帰すべ

き事由による接客に対する

クレーム件数 

月 3件以下 

郵送請求業務を通

じて、利用者に適

切なサービスを提

供する。 

迅速性の確保 処理後の証明書等発送日（対

応が困難な案件を除く） 

原則郵便物到着

日 

正確性の確保 業務内容に定めるすべての

処理における誤謬率 

1%未満 
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利用者満足度

の確保 

受託事業者の責めに帰すべ

き事由による処理及び電話

応対に対するクレーム件数 

月 3件以下 

 

② 国保年金課窓口等業務 

基本的な方針 主要事項 測定指標 

国民健康保険及び

後期高齢者医療制

度の窓口業務を通

じて、利用者に適

切なサービスを提

供する。 

迅速性の確保 番号札発券から受付呼出ま

での時間 

概ね 5分以内 

受付から手続き完了までの

時間（対応が困難な案件を除

く） 

概ね 20 分以内 

正確性の確保 業務内容に定めるすべての

処理における誤謬率 

1%未満 

利用者満足度

の確保 

受託事業者の責めに帰すべ

き事由による接客に対する

クレーム件数 

月 3件以下 

 

③ 税制課窓口等業務 

基本的な方針 主要事項 測定指標 

税務証明窓口等業

務を通じて、利用

者に適切なサービ

スを提供する。 

迅速性の確保 番号札発券から受付呼出ま

での時間 

概ね 5分以内 

受付から作成、市による確認

後、交付及び手続き完了まで

の時間（対応が困難な案件を

除く） 

概ね 20 分以内 

正確性の確保 業務内容に定めるすべての

処理における誤謬率 

1%未満 

利用者満足度

の確保 

受託事業者の責めに帰すべ

き事由による接客に対する

クレーム件数 

月 3件以下 

郵送請求業務を通

じて、利用者に適

切なサービスを提

供する。 

迅速性の確保 処理後の証明書等発送日（対

応が困難な案件を除く） 

原則郵便物到着

日 

正確性の確保 業務内容に定めるすべての

処理における誤謬率 

1%未満 

利用者満足度

の確保 

受託事業者の責めに帰すべ

き事由による処理及び電話

応対に対するクレーム件数 

月 3件以下 

 

（２）満たすべきサービス水準に達しない場合の勧告 

サービス水準が上記で定められた要求水準に達しない場合、市は受託事業者に対し

原因の分析、課題の抽出、改善策の策定等必要な改善措置を講じるよう勧告することが

できる。 

受託事業者は、市から勧告を受けた場合は直ちに改善措置を講じるとともに、その結

果について書面で報告しなければならない。なお、改善措置を講じる際に生じた各種経

費は受託事業者の負担とする。 
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７．実施体制 

業務の遂行にあたっては、統括管理責任者、業務責任者及び業務従事者（以下「従事者

等」という。）を適正数配置し、効率的かつ効果的な運営体制により、正確で迅速な業務

処理を行うこと。また、繁忙期・繁忙時間帯においては、業務が滞ることのないよう適切

な人員配置を行い、万全を期すること。 

 

（１）統括管理責任者の配置   

① 受託事業者は、業務の円滑な遂行を図るため、業務全体を把握し、調整することが

できる統括管理責任者を配置すること。  

② 統括管理責任者は、常に業務の遂行状況の把握に努め、業務全体の管理、業務実績

の把握、業務水準の維持・向上、市との連絡調整、連絡事項の周知徹底、業務責任者

の育成、研修計画の作成、リスク管理等を行うこと。  

③ 統括管理責任者は、個人情報及び特定個人情報の適正な取り扱いに関する知識を有

すること。 

④ 統括管理責任者は、契約上の疑義が生じたとき、又は緊急に対応すべき事態が発生

した場合、市と協議の上、必要な対応を図ること。  

⑤ 統括管理責任者は、いずれかの課業務の業務責任者を１つ兼務することができる。 

 

（２）業務責任者の配置  

① 受託事業者は、業務の内容や処理の流れを熟知し、現場を適正に管理できる知識や

経験を有している業務責任者を選任し、履行場所に常駐させること。その際、地方公

共団体において同種又は類似業務の経験を１年以上有し、関係法令等を十分に理解し、

精通している者を配置するよう努めること。 

② 業務責任者が不在となる場合は、同程度のスキルを有する代行者を選任し、履行場

所に配置すること。  

③ 業務責任者は、次の業務を実施すること。 

ア 市との協議及び連絡調整の窓口 

イ 業務の遂行状況の確認、法令遵守の確認 

ウ 業務従事者の指揮・管理 

エ 業務従事者の指導・育成・教育 

オ 業務報告、業務改善のための課題抽出及び改善策の提示 

カ 統括管理責任者の補佐、業務従事者等との情報共有 

キ トラブル発生時の迅速な対応及び報告 

④ 業務責任者は、業務に関する市からの連絡事項は速やかに業務従事者に伝達するこ

と。 

 

（３）業務従事者の配置  

① 受託事業者は、業務の実務担当者として、担当業務の内容を理解し、正確かつ迅速

な事務処理が可能で、パソコンの操作に習熟している業務従事者を配置すること。  

② 業務従事者は、トラブル発生時には、業務責任者へ速やかな報告、引継ぎを行うこ

と。  

③ 業務従事者は、公務を執り行っていることを十分認識し、身だしなみ、言葉遣い等

に注意すること。また、市の信用を失墜するような行為を行わないこと。  

 

（４）服装等 

① 勤務時間中においては、受託事業者において用意する名札の着用を義務付けること。 

② 本委託事業は、公務を執り行っていることを十分認識し、市民への窓口対応がある

ことから、市の定める「んっ？なにか変わった！？～習志野市接遇マニュアル～」を
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参考に、風紀信用等を損なうことのないよう節度ある服装、身だしなみを心掛けるこ

と。また、市の信用を失墜するような行為を行わないこと。  

③ 勤務時間中の喫煙は禁止する。また、休憩時間においても、指定の喫煙場所で喫煙

すること。 

 

（５）本業務における指揮・命令等 

従事者への指揮・命令、管理・監督及び指導・育成は、受託事業者が責任を持って行

い、従事者が市に指示を求めることがないようにしなければならない。 

 

８．受託事業者の責務 

（１）守秘義務及び個人情報の取り扱い 

① 受託事業者は、本業務の実施にあたり、習志野市個人情報保護条例（平成 10 年条例

第 22 号）、習志野市個人情報保護条例施行規則（平成 10 年規則第 35 号）並びに別

記個人情報取扱特記事項を遵守すること。 

② 受託事業者は、以下のいずれかの認証を取得していること。 

 ア プライバシーマーク 

 イ ISO/IEC27001 又は JIS Q 27001 

③ 受託事業者は、本業務で取り扱う個人情報等について、第三者に漏えい及び開示、

並びに目的外利用及び収集を行ってはならない。また、本委託業務の実施に必要な場

合を除き、指定された場所以外へ持ち出してはならない。なお、上記の取り扱いは本

業務が終了（解除の場合を含む。）した後においても同様とする。 

④ 受託事業者は、従事者等の本委託業務の契約終了後及び退職後においても有効な、

個人情報や機密情報の漏えい及び目的外利用を禁じた誓約書の写しを業務開始まで

に市へ提出すること。なお、業務開始後に新たに雇用した場合には、その都度、速や

かに上記誓約書の写しを市へ提出すること。 

 

（２）個人情報を記録した文書等の取り扱い 

① 受託事業者は、本業務で取り扱う個人情報等を記録した届書、通知書等（以下、「届

書等」という。）について、漏えい、紛失、毀損等が発生しないよう必要な措置を講

じること。 

② 受託事業者は、委託内容書等に定める場合を除き、届書等の全部又は一部の複写複

製等を行ってはならない。また、複写複製等を防止するため必要な措置を講じること。 

③ 受託事業者は、本業務終了後又は市が求めたときは、本業務において入手し又は作

成した個人情報を含む資料及び電磁的記録を返還、または市の指示する方法により廃

棄しなければならない。前者の場合は、市は当該情報の返還を受けたことを証する書

面を受託事業者に交付し、後者の場合は、受託事業者は廃棄した旨を証する書面を市

に交付することとする。 

 

（３）情報機器等の持ち込み制限 

① 受託事業者は、従事者等及びその関係者に関わらず情報端末（携帯電話、スマート

フォン、デスクトップ PC、ノート PC、タブレット PC 及びプリンタ－等の周辺機器を

含む。）及び記録媒体（USB メモリ等）（以下「情報端末等」という。）の持ち込み

を禁止する。ただし、統括管理責任者及び業務責任者が受託事業者の本部への報告義

務や従事者への連絡調整等のため指定された執務場所に持ち込む場合には、機器名、

仕様、用途等を報告のうえ、事前に市の許可を得ることとする。 

② 受託事業者は、許可を得て持ち込んだ端末を、市のネットワークに接続することを

禁止する。 

③ 受託事業者は、情報端末等の保管場所、使用場所については市と協議のうえ決定す
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ること。 

 

（４）事故発生時の対応 

 受託事業者は、自己の責めに帰すべき事由か否かに関わらず、本業務で取り扱う個人

情報及びこれを含む届書等について、漏えい、紛失、目的外の使用又は収集、紛失、毀

損等を発見したときは、直ちに市にその内容を報告し、具体的な対応について市と協議

するものとする。 

 当該協議前に適宜の応急処置をとる必要がある場合には、当該措置後直ちに市に漏

えい等の内容及び処置について報告し、対応を協議するものとする。 

 

９．使用することができる設備、機器等及び費用分担 

（１）受託事業者が使用することができる設備、機器等は別紙２「１．使用することがで

きる設備、機器等」のとおりとする。 

（２）機器等は、業務上必要な場合に限定して使用することとし、目的外の使用や実施場

所以外への持ち出しを禁止するとともに適切に取り扱うこと。 

（３）端末操作にあたっては、操作を熟知し、常に正常に作動するよう努め、不具合と思

われる事象が生じたときは、速やかに市へ報告すること。 

（４）システムの使用時間は、午前８時３０分から午後８時までとする。ただし、業務開

始の事前準備として、システムを使用する場合はこの限りでない。 

（５）システム端末の使用にあたり、市は業務に従事する者１人につき１つのユーザーＩ

Ｄを付与するものとする。 

（６）費用分担については別表２「２．費用分担」のとおりとする。 

 

１０．業務従事者に対する研修 

（１）受託事業者は、業務開始日までに従事者に対し関係法令等の専門的知識、接遇、端

末操作、個人情報保護、その他業務に必要な研修を実施した上で、従事者を配置するこ

と。 

（２）受託事業者は、業務開始以降も随時必要な研修を実施し、本業務の実施状況、課題

の整理、業務改善策の検討を行うなど、本業務の質の維持及び向上に努めること。 

（３）研修に要する一切の経費は、受託事業者が負担し、研修場所についても受託事業者

が確保するものとする。 

（４）受託事業者は、研修終了後速やかに市へ研修内容の報告を行うこと。 

 

１１．報告会の開催 

（１）受託事業者は、委託業務の実施状況報告、課題の整理、業務改善策の検討などを行

うため、市を交えた報告会を必要に応じて開催すること。 

（２）開催にあたっては、受託事業者は日程について事前に市と協議すること。 

（３）報告会を開催した際は、開催内容をとりまとめ、直ちに報告書を作成し、市へ提出

すること。 

 

１２．各種報告書等の作成及び提出 

受託事業者は、任意の様式により次に掲げる報告書等を作成し、市に提出すること。 

（１）業務計画書 

① 業務開始２か月前までに、次の事項を記載した業務計画書を作成し、市へ提出する

こと。 

ア 業務実施体制（役割分担、人員配置、欠員時の補充体制） 

イ 業務引継ぎに関する手順等に関すること 

ウ 従事者の育成、研修に関すること（事前研修を含む） 
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エ 情報セキュリティ等のリスク管理に関すること 

オ トラブル、災害等の緊急時における連絡体制及び対応フロー 

カ その他必要な事項 

② 業務開始後は必要に応じて更新を行い、その都度市へ提出すること。 

 

（２）名簿 

① 業務開始１か月前までに、総括管理責任者、業務責任者及び業務従事者の名簿を市

へ提出すること。 

② 変更が生じた場合は、その都度市へ提出すること。 

③ 業務従事者等名簿の提出は、セキュリティ管理及び個人情報の漏えい防止が目的で

あり、当該名簿に記載のない者が執務室内に立ち入らないようにすること。 

 

（３）シフト表 

① １か月分のシフトを業務実施月前月の 20 日までに市へ提出すること。 

② 提出後に変更が生じた場合は、速やかに最新版を市へ提出すること。 

 

（４）業務マニュアル 

① 業務開始日までに業務を遂行するにあたって必要な作業手順等を記載した業務マ

ニュアルを作成し、市へ提出すること。 

② 業務マニュアルの著作権その他の権利は市に帰属するものとする。 

 ただし、受託事業者は、本業務を遂行するにあたり必要な限り自由にマニュアルを

使用し、また改変できるものとする。なお、改変した場合は、その都度市へ報告する

こと。 

 

（５）業務報告書 

受託事業者は、定められた期日までに以下の報告書を提出すること。 

① 年次報告（前年 10 月 1 日から 9月 30 日までの報告を 10 月 15 日までに提出） 

ア 年間業務実績 

イ 年間サービス水準の達成状況 

ウ 研修内容及び実績等 

② 月次報告（業務実施月翌月の報告会にて報告） 

ア 月間業務実績 

イ 月間サービス水準の達成状況 

ウ 業務履行上の課題等 

③ 日次報告（翌営業日までに報告）  

ア 証明書等の種類別処理件数 

イ 手数料等の各種収納金額 

④ 随時報告 

ア トラブル発生時の内容報告、緊急課題の報告、業務履行に係る協議事項の報告、

改善策の立案・提示、業務従事者交代報告、感染症発生状況等を事件発生後速や

かに報告すること。 

イ アンケートにより市民の利用満足度調査を年 1回以上行うこと。内容について

は事前に市の承認を得るものとし、実施後はその結果を分析して報告書として

取りまとめて報告すること。 

 

１３．引継ぎ 

（１）市及び現行事業者からの引継ぎ 

受託事業者は、契約締結後速やかに、業務開始日から滞りなく業務を開始できるよう
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準備を行うとともに、ＧＦフロアマネジャー業務及び税制課窓口等業務は市より、証明

書統合窓口受付業務、証明書交付業務、証明書郵送請求業務及び国保年金課窓口等業務

は現行の受託事業者より業務の引継ぎを受けるものとする。市は当該引継ぎが円滑に

実施されるよう、現行の事業者及び受託事業者に対して必要な措置を講じるとともに、

引継ぎが完了したことを確認する。 

（２）本委託事業終了の際に受託事業者の変更が生じた場合の引継ぎ 

本委託事業の終了に伴い受託事業者が変更となる場合には、受託事業者は、当該業務

の開始日までに、業務引継書及び仕掛かりに関する内容を記した書類により、次回の受

託事業者に対し、引継ぎを行うこととする。 

なお、業務の引継ぎに際し、市又は市が指定する者からの資料等の請求については、

市と受託事業者との協議のうえ、受託事業者の不利益になると市が認めた場合を除き、

受託事業者はこれに全て応じるものとする。 

市は当該引継ぎが円滑に実施されるよう、受託事業者及び次回の受託事業者に対し

て必要な措置を講じるとともに、引継ぎが完了したことを確認する。 

また、引継ぎにかかる費用は、受託事業者の負担とする。 

 

１４．トラブル等の対応 

（１）本業務を遂行するにあたりトラブルが発生した時は、責任をもって対処するととも

に、遅滞なく市へ報告すること。また、内容に応じ対応を適宜市へ引継ぐこと。 

（２）苦情については、責任をもって対処するとともに、遅滞なく市へ報告すること。た

だし、市の制度・施策に関すること、受託業務以外の業務に関すること等については、

速やかに市に引継ぎを行うこと。なお、苦情等の発生後においては、その原因究明を行

い、必要な再発防止策を講じること。 

（３）事故、災害等の緊急事態が発生した場合においては、緊急時の連絡体制、対応フロ

ーに基づき、遅滞なくその状況を市へ報告するとともに、業務遂行に支障をきたすこと

がないよう市と協議の上、十分な対応を図ること。 

（４）災害発生時は、市と協力して利用者の避難・誘導等を行うこと。 

 

１５．損害賠償 

受託事業者が、本契約の内容に違反し、受託事業者の責めに帰すべき理由により、市

又は第三者に損害を与えたときは、受託事業者の責任においてその損害を賠償すること。

なお、本契約終了後に損害が発生し、又は損害の発生を知った場合も同様とする。 

 

１６．再委託の禁止 

受託事業者は、本業務の全部を他に委託し、又は請け負わせてはならない。 

ただし、合理的かつやむを得ない事情があり、あらかじめ書面により市の承諾を得た場

合は、本業務の一部を再委託することができる。 

 

１７．委託費の支払い 

（１）受託事業者は、業務を履行したときは、直ちに業務委託完了届等を提出し、市が必

要な検査を行った上で、当該検査を合格した場合において、受託事業者からの請求によ

り支払うものとする。 

（２）市は、請求を受けた日から起算して３０日以内に委託費を支払うものとする。 

（３）委託費は、月額払いとする。 

 

１８．その他 

本仕様書に定めのない事項、関係法令等の改正に伴う事務の変更又は疑義が生じた事

項については、市と協議の上決定することとする。 


